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I 問題意識

ー一技術移転に関する

ィッシューとアプローチー一

現在，先進国から発展途上国にさまざまなチャ

ネルを通じて技術が移転されている。大別して次

のようなチャネルがある。技術とともに資本，

経営ノウハウなども一括して移転する直接投資

(foreign direct investment)，技術だけを移転す

るライセンシング契約 (licensingarrangement)の

ほかに資本財の輸出， ターンキープラント (turn

key plant)の移植，専門家の派遣，等々のチャネ

ルがある。このなかで第 1のチャネル，つまり直

接投資を通じる技術移転は，受入れ国の経済に対

して比較的に大きなインパクト・効果を与える一

方，さまざまな問題点をもたらしている形態であ

る。なぜならば，たとえばライセンシング契約と

違って，直接投資は財務戦略，近代的管理方式，

国際マーケティング・ノウハウなども受入れ国に

移動されるから，他の事情が等しければ，技術移

転の効果的形態であると考えられる。他方，それ

は，外国企業が発展途上国に麻接に生産・販売活
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動を行ない，経営事業を所有・支配する形態でも

あるから，文化・風土の相違による摩擦の他，利

澗を追及する私的外国企業と，国民経済全体の立

場から経済発展の目標を考える現地の政府・国民

との間に摩擦が潜んでいるのである（注 1)。このよ

うな理由で，本稿は直接投資という技術移転のチ

ャネルを分析対象にする。なお，直接投資を行な

う企業としては，大企業もあるし，中小企業もあ

る。また，大企業のなかで限定的にしか海外活動

を行なわないものもある一方，多くの国に子会社

を持ってそれらを有機的に結び付ける，いわゆる

多国籍企業もある。発展途上国への直接投資・技

術移転に関して多くの問題や論争点を引き起こし

ているのがやはり多国籍企業であるから，本論文

の関心は多国籍企業 (multinationalcorporation。

以下 MNCと略記）の行動とその効果にある。

ところで，発展途上国における MNCの行動は

さまざまな批判を受けているが，経済的問題だけ

を考えてみると，次のような問題があるように思

われる。第1は， MNCが発展途上国にとって適

正でない技術を持ち込んでくると言われることで

ある。これはたとえば資本不足・労働過剰の国に

資本集約的技術を移転してくることである。第2

は， MNCが技術移転に関して製品の輸出市場を

規制したり，親企業からの原料調達を義務づけた

りしてさまざまな制限条項を設けると言われるこ

とである。また，技術料を過大に定めて発展途上
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国に不利な条件を付けるという批判もある。第3

は， とくに京南アジアから出された問題で， 日本

企業が技術を移転しないという批判である。 「技

術を移転しない」とは何かが必ずしも明確な定義

で議論されているわけではないが，日本企業が現

地労働者を訓練しないこと，多くの日本人スタッ

フを常駐させることなどを示している。また，技

術が日進月歩で発展しているにもかかわらず， 日

本で開発が進んでいる技術を速やかに東南アジア

に移転しないということも指摘されている（注2)。

本稿は以上の議論のなかの第3の問題を取り上

げ， 日本企業が東南アジアでの直接投資に関して

技術を現地に移転しているかどうか，その結果を

もたらした要因は何かなどを，ケース・スタディ

を通じて検討してみる。そのためには，まず直接

投資を通じる技術移転に関する分析枠組を提示

し， 「移転_J とは何かを明確に定義しておく必要

がある。次に，このような問題を検証するために

事例研究が必要であるので， 1つの産業を取り上

げ，東南アジアでその産業の発展過程において資

本・技術の供給者としての日本企業がどのように

関わっていたかを分析せねばならない。その際，

日本企業の「移転」行動，東南アジア側の技術導

入・吸収行動について実態を明らかにし，それら

を評価する必要がある。

本諭文では， タイの合成繊維（合繊）産業をケ

ース・スタディの対象としたい。タイは，東南アジ

ア諸国のなかでも日本企業の技術移転に関する批

判を頻繁に出した代表的な国の 1つである（注3)。

また，合繊産業は，東南アジア諸国の工業化過程

において重要な位置を占めていたし，その産業の

発展過程において日本企業が深く関わっていた産

業でもある。なお，このケース・スタディのため

の資料は主として筆者が現地調査を行なった成果

クイの産業発展と日本からの技術移転

である（注4)。

以下，第II節では直接投資を通じる技術移転に

関する分析枠組を提示する。第m節ではタイの合

繊産業の発展過程をレビューし，発展の成果を評

価する。第IV節ではその過程における日本からの

直接投資・技術移転の実態を明らかにし， 日本企

業の技術移転行動，タイ側（企業など）の技術導入

・吸収について分析する。最後に，第V節ではタ

イの経験が何を示唆しているか，どう評価すべき

かを吟味してみる。

（注 1) 直接投資が技術移転の効果的チャネルであ

る理由について詳しくは，たとえば若杉隆平『貿易・

直接投資と日本の産業組織』東洋経済新報社 1989年

175~176ページを参照。直接投資が起こし得る摩擦に

ついてたとえばトラソ・ヴァソ・トウ「私企業の論理

と経済ナショナリズムーークイにおける日系企業をみ

て一ー」（『中央公論』 1986年7月） 130~138ページを

参照。

（注2) ここではあくまで直接投資が行なわれたと

いう前提で考えている。つまり， MNCが子会社・合

弁会社などを設立しているが， 「技術を移転しない」

という批判があるケースである。

（注3) 技術移転に関するタイの対日批判は，たと

えば， Chinwanno,C; S. Tambunlertchai, "Japa-

nese Investment in Thailand and Its Prospects 

in the 1980s," S. Sekiguchi緩， ASEAN-Japan

Relations: Investment, シ` ノガボール， Institute of 

Southeast Asian Studies, 1983年。

（注4) 現地調査は1987年 7月に実施した。同様な

調査は韓国，台湾とイソドネシアでも実施したが，そ

のうち，韓国のケースについては次で発表している。

Tran Van Tho, "Foreign Capital and Technology 

in the Process of Catching up by the Developing 

Countries: The Experience of the Synthetic Fiber 

Industry in the Republic of Korea," Developing 

Economies，第26巻第4号， 1988年12月。
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Ⅱ　産業発展と外国企業の直接投資・技術移転

II 産業発展と外国企業の

直接投資・技術移転

一分析枠組一一

本節ではまず技術や技術移転の諸概念を明確に

したうえ，これに関する MNCの行動を考察して

みたい。

1． 技術移転についての概念的枠組

技術とは何か。分析目的によって定義がさまざ

まなので本稿で論じる技術はどこまで含むかを簡

単に述べておく。本稿では，技術とは財貨・サー

ビスの生産や流通を実現したり改善しにりするた

めの科学的知識や力法であると若える。ごの知識

・方法しま労働・資本などの生産要素についての組

み合わせ方であろ。ここでいう技術は後述のよう

に単なる生産技術だけでなく，管理技術や経営ノ

ウハウも含まれる。なお，技術は機械・設備・技

術者・専門家のような人的資本，文献などの形で

体化(emlx,dy)されている。このような媒体を通じ

て，上述の科学的知識・方法を，ある国から他の

国へ伝えることは国際的技術移転である。

さて，技術と技術移転についてもう少し具体的

内容を示しておこう。ある製造企業が外国に直接

投資を行ない，会t土・工場を建殷し，ある商品を

生産することを想定しよう。資本の投下によって

工場が建設される。工場は生産技術と管理技術が

具体化された姿である。生産技術は，機械と作業

者 (operator) との結合であり，この場合の移転

tま，機械・殷備の移転とともに作業者技術の移転

も必要である。生産が行なわれるフ゜ロセスにおい

て在庫，日程，品質，作業者の動機づけなどのさ

まざまな管理技術が不可欠であることはいうまで

もない。このような管理技術の移転は，技術者，
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中間管理者（係長，課長など）を対象に管理の知識

をつけたり，そのような管理者を育成することで

ある。

上述のような生産技術およひ箇理技術は，工場

内の生産に直接関連する技術である。もう 1つの

技術は，その工場，場合によって複数の工場を会

社全体の立場から管理し，市場戦略や財務戦略な

どを案出するためのノウハウである。市場条件の

変化や技術の進歩などをフォローし，どのような

商品を企画するか，どのような市場を重視すべき

か，新技術を導入すべきか， R&D活動を展開す

べきか，またどのように研究員・技術者を養成・

配置すればよいか，等々についてのノウハウであ

る。このなかにさらに予算立案や労務戦略なども

含まれる。要するに本社機能についての管理・運

営のノウハウはすべて含まれるのである。このよ

うな技術を経営ノウハウと名づけよう（注 l)。

本稿では技術を以上のような 3つの段階（生産

技術，管理技術，経営ノウハウ）に分けて考える。も

ぅ1つの問題は，技術移転は 1回限りで行なわれ

るか，それとも親会社によって新技術が開発され

るたびに悔外子会社に対して継続的に移転される

か，についてである。通常，ライセンシング契約

は1回限りの移転，直接投資は継続的移転の性格

を持っている。しかし，後者の場合でもたとえば

より品質の高いものを生産できる技術が開発され

ても必干しも海外子会社に移転しない。 MNC

が，既存の低級・中級品を海外子会社で生産し，

砧級品を開発し，本国で生産する，という分業体

制をすすめるためである。しかし，発展途上国は

低級・中級品の技術を短期間で吸収してしまい，

高級品の技術の移転も望むのである。このような

場合は技術移転に関する摩擦の 1つの厭因になり

得るのである。
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2. 多国籍企業の行動仮説

MNCは発展途上国への技術移転について消極

的であるかどうか，その理由は何か。この点に関

する MNCの行動を考える 1つの手がかりとし

て，技術の移転先に MNCがどのような形態で関

与 (involve)するかに注目したい。 どのような関

与形態で技術を移転するかによって行動が異なる

と考えられるからである。大別して 3つの関与形

態がある。

(a) MNCが完全所有子会社を設立すること。

(b) 受入国現地企業との合弁会社を設立するこ

と。これは 2つのケースがある。

(1) MNCが株式の過半数を所有すること

(majority-owned joint venture)。

(2) MNCが49f界以下の所有(minority-owned)

の合弁会社を設立すること。

(c) MNCとは資本関係がない企業 (unrelated

party)へ技術を移転すること。

このなかで(a)と(b)は直接投資を通じる技術移転

にほかならず，本稿の分析対象の形態である。以

下， これらの関与形態と上述の 3つの技術（生産

技術，管理技術，経営ノウハウ）に関して MNCがど

のような行動を取るかを考えてみよう。

MNCがある国で直接投資を行なって工場を建

設すると，設備の形で体化された技術を持ってく

る。設備の一部は現地または第3国で調達される

場合があるだろうが，設計のための図面など，

基本的な技術は MNCが持ってくると考えられ

る（注2)。この設備・機械を稼働させるために作業

者が必要で，彼らに必要な技能を与えねばならな

い。このレベルの労働力が MNC本国から移動す

ることは，法制的にも経済的にも非現実的である

から，受入国で調達する。設備の導入，受入国作

業者の訓練が行なわれるから，生産技術が移転す

クイの産業発展と日本からの技術移転

ると言える。

管理技術についてはどうか。当初の一定期間は

別として大量の技術者，中間管理者が MNC本国

から派遣されて長期滞在することは， コストがき

わめて高くなるであろう。このように，生産技術

と管理技術が移転しなければ工場が稼働できず，

直接投資が実現されない。

経営ノウハウの場合は複雑である。企画，財務

などの責任者はトップ・マネジメントまたはそれ

に近い者で，高度の経営能力を持つ必要がある

し，現地の当該子会社だけでな <,MNC全体の

戦略も知っている。 MNCは企業秘密を保全した

り本社との戦略調整を円滑にするためにも，本国

からスタッフを派遣したい。なお，この段階の責

任者は普通役員が兼務であり，役員の構成は資

本の構成を反映する。このため， MNCが完全所

有または過半所有の場合，マーケティング，財務

などの責任者も大部分 MNCが占めるだろう。

ただ， MNCに所属する役員，スタッフは必ずし

もMNC本国の人に限らず，現地人でもあり得る

（注3)。しかし，これは先進国のように労働市場が

発達し，経営能力のある人材が豊富に存在するこ

とを前提にする。発展途上国では多くの場合，経

営者が社内で養成されねばならない。

ところで， この段階（経営ノウハウ）の移転はど

うであろうか。経営責任者が MNC本国のスタッ

フであっても，各部門が能率的に機能するため

に，その下に働いている現地従業員に必要なノウ

ハウ・技能を与えねばならない。したがって，技

術移転はそれなりに行なわれるのである。 しか

し，発展途上国はいずれ外国資本なしでも自国産

業を発展させたいから，経営ノウハウ全般を移転

することを望むだろう。資本の現地化政策を打ち

出した 1つの理由はここにある。 MNCは出資比

8I 
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Ⅲ　タイの合繊産業の発展過程

率の低下に伴って経営ボストを委譲するだろう。

そのボストに就く現地人が経営ノウハウを身につ

けておく必要がある。このような経営者の養成に

ついて MNCの行動はどうだろうか。 2つの場合

があると考えられる。現地子会社からいずれ完全

に撤退すると考えるなら，経営者養成に消極的

かもしれない。逆に資本を残し，配当収入，原材

料供給などの利益を受け続けようとするなら，

MNCは経営ノウハウの移転に積極的であろう。

最後に， 1回限りの移転か継続的移転かについ

てである。関与形態によって MNCの行動が異

なるだろう。完全所有または過半所有の場合，継

続的な移転によって子会社が能率的に成長し，

MNCがそこから最大の利益を受ける。ただし，

子会社が MNCの1it界戦略，企業内分業のなかで

位置づけられるから，必ずしも新しく開発された

技術がすべてその子会社に移転されるわけではな

い。他の子会社または MNC本国にその技術の使

用を限った方が， MNC全体にとって効率的にな

る場合があるからである。

以上，技術や技術移転の概念， MNCの行動仮

説について拷えてみた。この概念的枠糾に韮づい

てタイの合繊産業に直接投資をしてきた［l本企業

の技術移転の実態を分析してみよう。しかし，そ

の前にタイの合繊産業の発展過程をレヒューし，

この過程で日本や外国の企業がどのように関与

し，産業全体の発展にどれだけ貢献したかをみて

おく必要がある。この点を次節で展開する。

（注 1) 工場レベルの技術移転と本社レベルの技術

移転についてさらに詳しい説明は小川英次「日系綜料

企業における技術移転ーータイ・韓国現地調査をもと

に一一」（『アジア経済』第17巻第11号 1976年11月）

にある。

（注2) 通商産業省の調査によると，アジアでの日

系企業（製造業）の約95f院が日本の技術を使用してい
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る（うち， 91も1iは親企業， 4~は他の日本企業の技

術）。通商産業省『海外投資統計総覧』第2回 ］986 

年 591ページ。

（注3) たとえば， 日本アイ・ビー・エムほIBMの

100も蹂所有の子会社であるが，社長をはじめ，大部分

の役員は日本人である。

III タイの合繊産業の発展過程

1. 合繊産業の概念規定

まず，合繊産業とは何かについて簡単に述べて

おこう。繊維には大別して天然繊維（綿絹，麻な

ど）と化学繊維がある。世界的に見て，化学繊維

は，第2次大戦直後までレイヨンが主流であった

が， 1950年代以降，ナイロン，ボリエステル，ァ

クリルという 3大合成繊維（合繊）を中心に発展し

てきた。本稿では「合繊産業」はこの 3つの種類

を示す。合繊産業は石油化学産業からカプロラク

タムや DMT,PTA,アクリロニトリルなどの合

繊原料を購入，合繊ファイバー (fiber)を生産す

る。ファイバーは，原綿（ステープル， staple)と原

糸（フィラメント， filament)の2種類がある。ただ

し，通常，ポリエステルだけは両品目をもってお

り，ナイロンはフ（ラメント，アクリルはステー

プルでそれぞれ］品Hだけをもっている。原綿は

紡績工程を通じて糸に製造されるが，普通，天然

繊維の綿 (cotton)やレイヨンとの混紡で紡績糸に

加工される。この紡績糸とフィラメントが繊物の

中間製品である。織物から衣類などの最終製品が

生産されるのはいうまでもない。

ところで，産業とは市場の売り手側を構成する

企業群であるから，上述の繊維製品の各段階にお

いて市場がどの製品段階に成立するかによって若

察すべき産業も異なるのである。したがって産業

を特定するために，企業の市場行動を見る必要が
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ある。タイや日本の場合，合繊企業は主要製品で

あるファイバーの一部を市場で販売するが，他の

一部を自社内または系列会社で加工し，でき上が

った合繊織物を市場で販売する。このため，合繊

市場は主としてファイバーと織物の各段階に成立

する（注い。しかし，本稿では，合繊産業は主とし

てファイバー段階であると特定し，織物段階は必

要に応じて考察する。また，ナイロン，ボリエス

テル，アクリルそれぞれのファイバーは相互に代

替性が小さいのでそれぞれ別々の産業として扱わ

れる。なお，この産業では H産1％の設備はパイ

ロット・プラントといわれ， 日産10トンの設備をも

つと本格生産に入る。このため， 10ル以上の設備

をもった企業は実質的参入企業として規定でき

るc また，ナイロンとポリエステルの最小最適規

模は日産30トン，最大最適規模は 100トンといわれ，

アクリルはそれぞれ60トンと 150トンであるといわれ

る（注2心なお，技術の進歩に伴い，それらの規模

の大きさが変化する可能性があるから，時代によ

って最適規模が異なるかもしれない。

2. タイの合織産業の発展プロセス

ー産業の発展過程を分析する枠組としてプロダ

クト・サイクル理論と雁行形態論がある。前者

は，新技術・新商品が開発され，成長，成熟段階

を経て，その生産立地が外国（後発国）に移転され

るメカニズムを解明する理論である。後者は，後

発国が産業発展において先発国を追い上げるメカ

ニズムを明らかにする理論である。合繊産業にお

いてタイが後発国であるため，この産業の発展を

考察する場合，雁行形態論の枠組が有用であろ

う。 簡単に言えば産業は輸入から輸入代替（国内

生産）へさらに輸出段階に発展していくが， そ

のような発展プロセスのメカニズムは 2つのケー

スがあると考えられる。第1に，そのメカニズム

クイの産業発展と日本からの技術移転

は国際競争力の強化過程として見なされ， 価格

（コスト）と品質において外国製品に対して国産品

が改善されていく過程である。第2に，政府の保

護・育成政策輸出促進政策で雁行形態的発展が

実現する（注3)。しかし，この 2つのメカニズム

は，普通補完し合い，産業発展の段階によってそ

れぞれの重要度も異なると思われる。普通，輸入

代替段階では政府の政策が重要な位置を占める

が，輸出化段階においては国際競争力の強化が決

定的であろう（注4)。 なお，当該産業は， MNCの

直接投資を導入すれば，そうでない場合と比べて

国際競争力の強化過程が短縮されるであろう。多

国籍企業が優れた技術・経営ノウハウ，マーケテ

ィング能力を持っているからである（注5)。このよ

うな文脈でタイの合繊産業の発展プロセスをみて

みよう。

上述のように合繊産業は 4つの部門によって構

成されているが，タイのような熱帯地域にはアク

リル産業は立地が困難であるといわれる。残る 3

つの部門のうち，データが体系的に入手できたナ

イロン・フィラメントとボリエステル・ステーフ゜

ルの雁行形態的発展は第1図で示されている。縦

軸は国内生産／国内消費比率をはかり，この比率

が1に達すると，産業の輸入代替段階が完了する

と言える。この比率が1を超えて持続的に上昇す

れば産業が輸出段階にあると考えられる。第1図

で示されているように，タイの合繊産業は， 1970

年代後半に輸入代替を完了した。しかし，輸出段

階に発展したのは，今のところナイロン・フィラ

メントだけである（注6)。

タイの合繊産業は1960年代後半から発展してき

た。 1960年前後から合繊ファイバーを日本から輸

入し，それを紡織・加工した繊維製品は国内市場

で販売された。当時，タイの輸入代替工業化政策

83 
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第1図 タイの合繊産業の発展過程

（国内生産／国内消費比率の推移）
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（出所） Thai Synthetic Fiber Manufactures' 

Association,その他の資料より作成。

（注） （1) :i力年移動平均。

(2) 国内消費は（国内生産一輸出＋輸入）として

計・算されている。

の対象産業はそのような繊維製品を中心とする軽

工業品であった心日本企業（合繊企業も含む）の直

接投資もその方向に展開していた。しかし， 1960

年代後半から合繊ファイバーも育成•発展の対象

になる動きが見られるようになったから，市場を

先制しようとして， 日本の合繊企党が合繊ファイ

バーにおける直接投資を展開し始めた。最初に日

本企業の直接投資で資本・技術が導入され，発展

してきたが， 1970年代に入るとポリエステルとナ

イロン産業に新たに 2社ずつが欧米・台湾の技術

・資本を導入して参入した。しかし，後述のよう

に現在でも l-1系企業は依然として市場を支配でき

るマーケット・シェアを持グ9ている。

ところで，タイの工業化政策は1960年代に輸入

代替的 70年代から輸出指向と特徴づけられてき

たが， これい繊維製品（下流部門）を中心とする軽

l→悶業品に関するものであったCil7)。合繊ファイバ

ーの場合，輸入代替政策は1970年代に入って本格

化したといえる。上述のように合繊産業は1960年

代から国内生産が開始されたが、規模がきわめて

小さく，内fIかが輸入に依存せねばならなかったの

84 

で，この時期には輸入代替政策の 1つの手段であ

る保護政策はまだ本格化しなかったとみられる。

合繊産業における具体的保護政策は次のとおり

である。 1973~74年に輸入が原則的に禁止され

た。 1975年から84年10月までは関税と輸入課徴金

(surcharge)の2本建て政策手段で合繊産業が保

護されてきた。関税は大蔵省が徴収し， 20(;蹂とし

た。 輸人課徴金は投資委員会 (B01:Board of 

Investment)が国内生産と内需との関係変化に応

じて定めた。輸入課徴金は必要なときだけ国内産

業を保詭する役割を果たしたものであるといえよ

加筆者の調査結果によると，輸入課徴金は上述

の期間に最低水準が10佐で，最高水準が30f界であ

った。つまり，この期間に合繊ファイバーの実質

的関税率は 30fばから 50t界の間を変動したといえ

る。 1984年10月以降，輸入課徴金が廃止され，

30容の関税率で保護的政策手段が一本化されてき

たc なお，輸入された合繊ファイバーが加工さ

れその製品が輸出されるなら輸入税額が払い戻

される仕組みであった。ちなみに合繊織物の輸入

税率は現在でも60佐と高く，保護障壁は合繊ファ

イバーよりも下流部門の方が高い。タイも多くの

国によくみられる関税エスカレーション (tariff

escalation)政策を取っているのである。

以上の事実は次のことを示唆している。すなわ

ち，タイの合繊産業は輸入代替過程を完了した。

この過程に政府の保護政策がどれだけの効果を上

げたかは実証が困難であるが, BOIの投資奨励

策，保護関税などで産業が誕生し，輸入品との競

争から保護されたと推測できる。 BOIの投資奨

励策は日本企業の直接投資を誘致し，合繊産業の

発展を促進したとみられる。この点を詳しく分析

する必要がある。タイの合繊産業の発展過程にお

いて日本企業が具体的にどのような役割を演じた



198910110087.tif

Ⅳ　日本企業の直接投資と技術移転

か，技術が日本からタイにどのように移転してき

たか，節を改めて日本企業の直接投資の経緯，タ

イヘの技術移転の特徴，問題点などを，できるだ

け第II節で論じた枠組に沿って考察してみよう。

（注1) 日本とクイなど東・東南アジアの合繊企業

の市場行動については次に詳しい分析がある。トラ｀ノ・

ヴァソ・トウ I日本企業の東南アジアでの系列化一

合綜工業のケース： 1960-1980ー」（『日本経済研

究』 ffil4号 1985年）。

（江2) 祖草益・南部鶴彦「合成線紺」（廊谷尚夫編

『日本の産業組織』中央公論社 1973年） 156~157ペ

．` ーン
゜
（注3) 産業の雁行形態的発展について山澤逸平

『E本の経済発展と国際分業』東洋経済新報社 1984 

：●一年を参照。

（注4) 山澤逸平「発展途上日の工業品翰出と外国

資本」（『一橋論叢』 1979年5月）および同「クイ繊維

産業翰出化の分析」（『一僑大学研究年報・経済学研

究』 23 1981年）は， タイの線糾産業（絨物を中心と

する産業）がこのような経験を持っていることを示し

ている。

（注5) 雁行形態的発展(/)杵糾を使って外国企業の

直接投資が産業の国際競争力強化過租においてどのよ

うな効果を与えるかについての分析は， トラン・ヴァ

｀ノ・トウ「多国紐企業と国際分業」（『国際学レヴュー』

創刊準備号 1988年）で試みられている。

（注6) ただし，韓国や他の国もそうであるが，クイ

は翰出光業として戟物やアバレルの下汎部門 (down・

stream)を重視しており，合紐光業を中間財供給産累

として位置づけているため，後者が輸出段階に成長し

たかどうかということは，庄業光展の評価品準になら

ない。むしろ，国内市場で中間討供給庄業として翰人

品に対抗できるまで発展したかどうかが評価基準にな

るのてある。

（注7) タイの工業化政冷｝＿外資・技伽営入政策に

ついてたとえば次を参照。 トラソ・ヴァソ・トウ「北

東・東南アジア諸国の外資・技術導入政策」 （関口末

夫・トラソ・ヴァソ・トウ編『直接投資と技術移転ー一

日本と北東・東南アジアー~』日本経済研究センター

研究報告 No.56 日本経済研究七ンター 1986年

168-176ページ。

クイの産業発展と日本からの技術移転

IV 日本企業の直接投資と技術移転

1. 合繊産業の発展，技術導入チャネルと日本

からの直接投資

第 1表はタイの合繊企業の技術焉入先・群入形

態などについてまとめたものである。この表と関

連汽料からタイの合繊企業の技術導入は次のtぅ

な特徴を持っていることが分かる。

第 1に，ほとんどの企業は外国企業との合弁で

できたものである。例外は，オリエント (Orient)

とハンテックス(Hantex)であるが，第2表にも示

されるように，いずれも小さい会社であるし，香

港の資本家とタイの華僑が共同で設立したもので

ある。実際に：：の 2社の資本家も経営者も同一で

ある。

第2に，導入年，生産開始年から分かるよう

に，タイの合絨産業の発殷において日本企業け先

駆的役割を演じてきている。しかも，現在でも H

系企業が質舟とも重要な位置を占めている。：：の

点は第2表に部分的に小されている 0 タイ(/)合繊

産業に対する日本企業の関わりとその位置づけを

もう少し詳しくみてみよう。

合繊産業として最初に発展を開始したのはナイ

ロン・フィラメントである。東レの合弁会社であ

る卜←ーレ・ナイロン・タイ (TorayNylon Thai : 

TNT)により生産が開始されたのは 1967年であ

る。 1972年主で 1社独占てあった。 1970年に台湾

の合弁会社アジア・ファイバー (AsiaFiber)が設

立され， 72;「に工場か稼働した。この会社はタイ

と台為政府の経済協力 0)プロジェクトとして設立

され，公的性格が強いものである。 1973年にハン

テックスがケムテックス (Chemtex)の技術で市場

に参入 (76年に生産開始）した。現在，ナイロン部

85 
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第1衰 タイ合繊企業の技術導入先

魂入先 1導入年 1生産開始年 I 導人形態
• • •―-』--』- ... 

ボTTTリeohエiraajiiスny MテNPeルolyollyn oen s 
ter ( 

岱t 1969 197019 , 1971 
合合合 弁弁弁

ステープルとフPィOラYメンThai T(PTLN) T) 1970 71 フィラメント，
Rhone Pou]em・ 1972 1976 ステープルとフィラメン

Orient Fiber lnventa 1974 1977 ターンキー POY 

ナTイNロTン

C東台hem湾レtex 

1963 1967 
合合 弁弁Asia Fibけ ｛ 1970 ... 

Hantex 1973 1976 ターンキー

ト

ト

（出所） 箪者の調査による。

|11]はこの 3社だけである（第 1表）。生産能カベー

スでアジア・ファイバーは TNTと並ぶトップ・

メーカーであるが，技術力，マーケティング能力

などにおいて後者の方が優位にあると見られる。

既述のように，ナイロン・フィラメント産業は，

因内生産が1970年代後半から国内消費の水準にほ

ぼ見合うようになり，輸入代替過程を完了しつつ

あり，そして80年代の半ばから輸出に転換したの

である（第 1図）。しかし，実際にハンテ、"/クスの

輸出は中国市場に集中し，アジア・ファイバーは

主だ輸出していないから輸出を本格化したのは

TNTだけであるといえる。

ボリニステル・フィヲメントは1968年に骰立さ

れた帝人の現地法人テイジン・ボリエステル・タイ

(Teijin Polyester Thailand Ltd: TPL)によって70

りから生I序された。 H産6トンて生廂がスタートし

たが，段階的に能力が拡大し， 1978年から現在に

-E，，て日圧(40トンである。 1971年から TNTもこの

1li場に参人し， 日産13卜／でスダートし，現在28%

でやや小規模である。 3番目に参入しのは1972年

に設立されたフランス系合弁会社タイ・メロン・

ボリエステル (ThaiMelon Polyester)で77年に操

宅を開始した，，もう 1つの会社は1974年に？応立さ

れたオリエント・ファイバー (OrientFiber)で，

規模が小さく，操落を開始した76年から現在まで

11 I'(7 ~ 8 しだけで〖りる。この会社は TPL から

86 

ポリエステル・チップを購人し， ボリエステル

POY (pre-oriented yarn。一種のフィラメント）を生

産している。なお， TNTはチップから POYま

で一貰生産体制を持っているが， TPLはチップ

だけを生産している。このように，現在4社があ

るが， TPLが45尉前後まで占めており， TNTを

含む日系2社は70似ものシェアを占めている（第

2表）。

ボリエステル・ステープルの場合， TPLによっ

て1971年から生産された。日産10％で生産がスタ

ートしたが，段階的に能力が拡大し， 現在日産

130トンである。 また， タイ・メロン・ポリエステ

ルが1977年に操業を開始して以来，ボリエステル

・ステープルは 2社の寡占体制の下で生産・販売

され，現在に至っているのである（第2表）。タイ

の繊糾府業の下流郎門が急速に発展してきたのに

伴って，合繊ファイバーの国内需要も拡大してき

たため，第 1図に示されるように，ボリエステル

・ステーフ゜ルの牛咋は， 1970年代末の数年間を除

いて内需をまだ満たしていない。

要するに，タイの合繊性業は H本を中心とする

外国直接投資を導入して発展してきたといえる。

この点でタイは，ヲイセンシング契約で技術だけ

を導人したケースも多かった台湾や韓国と異なる

のである（注 l)。合繊産業だけでな<,外国からの技

術導入全般をみてもタイをはじめとするASEAN
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クイの産業発展と日本からの技術移転

第2表 タイ合成繊維生産能カシェア

1974 

ボTリeエijステPルoly・eフィラ(メントin ster TPL) 546* 

Toray Nylon Thai (TNT) 
(52.3) ＊ 
497 

Thai Melon (TMP) 
(47. 7) 

Orient Fiber (OFC) 

合 計 1,0004. 3 
(1 0) 

ポリエステル・ステープル
TPL 100 ,710 

(1. 0) 
TMP 

ムロ 計 10,710 0 
(1. 0) 

ナイロン・フィラメント
TNT 450 

(50. 0) 
Asia Fiber 450 

Hantcx 
(50.0) 

ムロ 計 900 
(100.0) 

（出所） 策者の現地調査による。

（注） （1) かっこ内は各社のンェア。

(2l ボリエステル・フィラメントは POYも含む。

(3) *は推定。

諸国が外囚直接投衰を，＇降国を代表とするアジア

NIEs諸国がライセンシング契約を，それぞれ技

術導人のエ要なチャネルとして選択してきたので

ある（注2)。

タイが外国直接投資導入の形態で性業を発展さ

せようとしたのけ，やはり汽本不足tこけでなく，

近代的経営Jウハウなどがまだ蓄積されていなか

ったためであろう。近代的産業として最初に発展

した繊維産業（編み物，織物などの下流製品）でさえ

その発殷の開始は 1950年代に入ってからであ

る（注3）。タイ政府か1962年 7)］に産業投資奨励法

を制定し，外国直接投資を積極的に導入しようと

したことは資本・経営ノウハウの不足を反映して

いた。また，この政策は外資系企業の設立を促進

（単位：月産トン，かっこ内％）

1977 1980 I 1983 I 1986 

1(4,2600 • 7) 1(4,26600 0. 20 ) 1(4,52650. 0 30 ) 1(4,27304. 0 20 ) 
600 

(2630.0 1) (2630. 0 1) (26400 . 5) (2660. 0 6) 

(23.1) (2203, 0 1) (222.060 ) (21. 6) 
200 240 
(7.7) (7. 7) (7.5) (8.6) 

(210,6000 .0) 
2,600 (210,605.00 ) (210,078.00 ) (100. 0) 

21((,63,36500 邸_-46) ) 
21 (,6630.0 4) 

(3,560.0 6) 
31((3,6,844500..40 60 ) ) 31（6(,32.8＆700 ．.刃91) ) 

(410 ,100 4 100 
(51,0020.0 0) (510,0600 .0) 0,0) (100.0) 

450 450 550 570 

(35. 7゚) 
45 

(345. 50 7) (3507. 0 9) (375.700 ) 

(335. 60 7) (35. 7) (3440.0 5) (34700 .0) 
360 

(28.6) (28. 6) (27.6) (26.0) 

寄°(1. 0) (110,2060 . 0) (1100,45.0 0) (110,054.0 0) 

したといえよう。

2. 技術移転に関する日本企業の行動

さて，ここで日本企業の直接投資で設立された

合弁会社を分析することを通じて，技術がどのよ

うに日本からタイに移転したか，その過程で現地

側と H本企業がどのような行動をしていたかを考

察しよう。

(1) トーレ・ナイロン・タイ (TNT)のケース

TNTは， 東レが1963年から72年までタイで設

立した 8つの子会社・合弁会社（うち， 2つは東レ

が77年に撤退）の 1つで，紡織・染色・衣料関係の

他の子会社に比べて規模が大きく，タイでの東レ

グループの中核的存在である。 TNTはグループ

内の紡織会社やタイ現地企業に合繊ファイバーを
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供給し，香港などにも輸出している。設立当初

(1963年）の出資比率はタイ側と H本側の50応ずつ

で，東レだけのシェアは26.7忠（三井物産など他の

日本企業が23.3佐）であった。 1984年にタイ政府の

ガイド・ラインの下で現地側に過半数(majority)を

与えるために日本側が49似に減少させた（なお，

東レはH本側出資分の調整で74年から現在まで30嵩を占

めてきた）。 しかし，現地側が51(;界を占めているも

のの，その大部分は東レの別の現地法人が握って

いる。純枠のタイ人またはタイ会社の出汽分は10

舌程度である。このため，東レは名目的に比較的

に小さいシェアしか持っていないが， 実質的に

TNTの生産・経営をコントロールしてきている

のである。

TNTは1967年に工場を稼働したが， 当初ナイ

ロン・フィラメントだけを生産した。工場の建設

に当たっては日本同内のナイロン工場（I刈崎工場）

をモデルにしている。また，当時，東レの最も近

代的な設備をタイに移転した。 1971年からボリエ

ステル・フィラメントも生産されるようになった

が，設備導入についてはやはりナイロンのケース

と同様，国内：L揚（三島工場）をモデルにし， さり時

として最良の設備を使用したようである。このよ

うに，主要設仙はタイと日本との間に大差はなか

った。ただし，タイでの工場の規模が小さかった

（ナイロンの場合，当初日産3ル，現在20",,,ボリエス

テルばそれぞれ2ルと23°;,,)ため，間接部門（営業

購買，事務など）の労働力も含むと，労働集約度は

タイの方が高かった。また合繊生産技術そのも (T)

の変更はなかったが，工場内の運搬， ｝爪料仕込

み．品質検在などにおいて日本では機械化が泄ん

でいたものの，タイでは主として労働力で賄っ

た。その結果．工場全体としてタイでは日本と比

ベ，労働集約的技術が使用されたといえる。
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TNTの工場が操業を開始した頃，人員総数（従

業員および役員） 59人のうち日本人は 9人であっ

た。 1975年に人員総数(842人）も日本人数(22人）も

ピークに達した。最近時の1986年の初めは人員総

数が706人で，約15森縮小してきているが， 日本

人数は 6人だけになり，減少が著しかった。工場

と本社に分けてみると，減少パターンがきわめて

異なったことが分かる。まず，工場での生けf・管

理がタイ人に急速に移されたことが指摘できる。

ボリエステルも生産を間始した 1971年頃， 工場

（現在も 1つだけ）での日本人は15人にも増加して，

課長・係長レベルまで占めていた。以降，段階的

に日本人が引き揚げて， 1982年以降，工場長と技

術顧問だけが残っている。今やタイ人だけが工場

を管理できるようになった。工場長の主要な任務

は，日本本社の技術間発の動向をフォローして

TNTにとって導入可能なものを選び出すことで

ある。このように，工場の管理者レベルでタイ人

と日本人が着実に入れ替わることが可能になった

のは，機械作業，各種の管理（在庫，日程，品質等）

についてのノウハウが訓練や OJTなどを通じて

日本人から現地人に伝授され，毎年，課長・係長

レベルの現地竹理職がH本に派遣され， 2週間か

ら数力月研修してきた結果である。

一方， TNTの本社では日本人スタッフはあま

り変化しなかった。 1975年のヒ゜ーク時に5人がい

たが，現在でも 4人残っている。日本人は社長，

副社長，経理・販売担当役員のポストを占めてい

る。この点は韓国や台溝での日系企業とは異なっ

ているが，その理由，揺義などについては後述す

る（注4)。

TNT自身は R&D活動を行なっておらず，必

要な技術は東レから導入している。これまで，プ

ロセス技術ではエネルギー・原材料の節約につな
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がる技術・此存設備のもとでの生産能力を増大さ

せる技術など，プロダクト技術ではたとえばPOY

を生産する技術などが挙げられる。 POYはポリ

エステル・フィラメントの一種類で，従来のフィ

ラメントと比べ，最後の工程が省略されるから，

紡織会社にとって付加価値を高めることになり，

1980年頃から面要が増加してきた。これらの技術

移転の対価として TNTが年間売上高の 0.5古か

ら1.0嵩を東レに支払っている。なお，現在でも

東レか「）のl、IJ叶門家が TNTに定期的に派遣され，

東レの技術開発動向，世界市場動向などについて

の情報を伝えるといわれている。

第3表 トーレ・ナイロン・タイ (TNT)社の概要

設立年： 1963末

操業年： 1967 （ナイロン原糸）

1971（ボリエステル原糸）

東レの出資比率：

1963~73 26. 7%（日本側全体： 50%)

19711~83 :30. 0%（,- : 50%) 

1984 30. 0% (1- : 49%) 

1生産能力（日産，トン） ： 

I 1967 1970 1975 1978 1985 

i ナイロン原糸 3 8 13 13 20 

ボリエステル原糸 ― - 13 13 23 

従業しJ.:
1967 : 50（日本人，外数： 9人）

1971 : 530 ( ,- : 20人。うち工場15人

本社5人）

1975 : 820 (,- : 22人）

1986:700( " :6人。 うち工場2人

本社4人）

組織と人事 (1986初現在） ： 

会 長（タイ人）

社 長（日本人）

副仕長・（ ,_ ) 

他の役員 14人

(H本人6人，ただしうち 3人は社外重役）

（出所喜ここw,~よ員る三

クイの産業発展と日本からの技術移転

このように，東レが TNTの経営をコントロー

ルするという前提の下で技術が継続的に移転して

いる。 TNTは今も東レの国際的企業内分業のな

かに位置づけられている。なお，第 3表は TNT

の事業内容，組織，人事構成などについての基礎

データを示したものである。

(2) テイジン・ボリエステル(TPL)のケース

帝人は1965年から73年までタイで 5つの子会仕

・合弁会社を設立し，合繊ファイバー (TPL1礼）

から紡績・織布・染色 (3社）と衣料 (1社）の各段

階まで 1つの垂直統合体を形成している。 1968年

に設立された TPLはタイで最大のポリエステル

生産会社で，ステープル部門では68f界，フィラメ

ント部門では43佐の能カシェアを持っている（第

1表）。 TPLの製品はグループ内の紡織会社だけ

でなく，他(})H系企業と現地企業に供給されてい

る。また，設Vih能力が増加された直後などに供給

余力があった時，南アジア等に輸出しているが，

基本的に国内市場に販売している。

TPLではどのような技術を使用しているだろ

うか。進出当時，帝人の日本国内のある工場をモ

デルにし，タイに最新の設備を導入した。 しか

し，タイの労働力が割安であったため， 日本で使

っていた省力化装悩を省いた。また， 周辺技術

（運搬，包装など）においてもタイでは労働集約方

法を採用した。工場全体として， 日本と比ベタイ

は20~30寡ほどより労働集約的であった。ボリ

エステル・フィラメント生産が始まった1971年に

日産トン当りの機械作業者は日本では 6人，タイ

の工場では 8人であった。 1970年代半ばから 1.:1本

では省力化技術が怠速に進展した結果，現在日本

の工場ではフィラメント日産トン当り機械作業者

は2人に激減してきている。タイの工場では 8人

から 6人に減少した程度で， 日本との開きは 3倍
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と大きくなった。タイでの工場があまり省力化さ

れていないのは，やはり， 資本の相対価格（労働

コストで割った衰本コスト）が高いからである。 ご

の相対価格は日本の 5倍も高いのである。

TPLでの技術移転はいかに行なわれてきたか。

TPLとして最後の大幅な設備拡張が行なわれた

1975年に，日本人スタッフは25人であった。その

うち，工場では16人で課長ボストのすべてを占め

た。工場が建設された当初， H本本社から課長・

係長クラスの数十人がタイに派遣され，約6カ月

間タイ人従茫員に機械操作などを訓綽した。同時

に課長・｛系長になろ予定のタイ人従茫員の約20人

を日本に送 i)，ポ llエステル工場で約半年間研修

させた。このようにしてタイでの工場の稼働が軌

道にのったのである。その後も年間数人のタイ人

課長・部次長クラスが日本に派遣され，研修を受

けたのである。これに加えて OJTの結果，工場

での日本人ス 'J'.'Iフがヒ゜ーク時の16人から現在4

人に減少しに現任，課長・部長は全郊タイ人

で，副工場」こし')1人もタイ人である。

TPLの本社の打は日本人が同期側に 9人から

6人iこ減少したが，社長をはじめ，企画・財務・

販売の責任者はやはり全部日本人である。この点

は上記の TNTと同様であり，その理由・意義な

どにグ）いて径遣if）ことにしよう 3

所打形態にう＼ヽては， TPLの設立 ‘’i初から

1970年代半は文で帝人が61客，それを含む日本企

業全体が911¥1も占めた。しかし， 1970年代後半か

，＼ダイ政府のガイドラインに基づいて若干の調整

を経て日本側に帝人だけが残り，出資比率は45忠

に澱少したっただし，実質的にぱ帝人はほぼ完全

に経営を支配している。現地側が過半数を所有し

ている土のの、その出資分は帝人の担保で銀行か

ら借n「ふ，、うものが多いし，現地側投脊家が経悦

を帝人に任せて配当金だけを受け取る， といった

事情があるからである。この点は， 日系企業にお

ける現地側パートナーの旺盛なキャッチ・アッフ゜

努力が見られた韓国のケースと異なるのである。

TPLは帝人全体にとって重要な位置を占めて

いる。日本国内の工場と同様に扱われているとい

われる。このため，基本的には継続的技術移転

（日本で新たに開発された技術を順次海外子会社に移転

第4表 テイジン・ボリエステル（タイ） （TPL)社
の概要

設立年： 1967

操業年： 1970（ボリエステル原糸）

1971 ( :- 原綿）

生産能力 (H産，トン） ： 

1971 

原糸

原綿 22

帝人の出資比率：

1969~73 61% （日本側全体： 91%)

1974~76 50% （ r- : 50%) 

1977 ~ -14. 8%（ r- : 44.8%) 

従業員（人）：

1975 I, 082人 (H本人： 25人。うちエ楊16人

本社9人）

1985 I, 06(）人（日本人： 10人。うち工場4人

本社6人）

組織と人事 (1986初現在）：

・役 員 10人（日本人： 5人）

社 長 1人（日本人）

常 務 4人（日本人： 2人）

取締役 5人（{, : 2人）

・販売本部長：日本人（常務）

原糸部長：日本人

原綿部長： ク

・管理本部長： H本人（取締役）
副本部長：タイ）、

企画部長：日本人（本部長兼務）

経理部長： ク

管理部長：タイ人

渉外部長： ク

・工場長：日本人（常務）

副丁場長： 3人（日本人： 2人）

・常任相談役：タイ人（常務）

6
 

1973 1975 1978 1985 

14 20 40 40 

34 85 81 130 

（出所） 惰者の現地調査による。

，。
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Ⅴ　日本からタイへの技術移転

すること）が行なわれている。たとえば H本本社

で開発された省エネルギー技術，設備維持ノウハ

ゥ，設備能力を高めるための触媒導入技術などを

順次 TPLに移転してきた。また，東京本社から

各種の技術者・専門家が常時 TPLに派遣され，

技術・ノウハウの新動向についてセミナーなどを

行なう。このような継続的技術移転は帝人がTPL

の経営をコントロールできるという前提の下で可

能にたるといえよう。なお，第4表は TPLの事

業内容組織，人市構成などについてのし闘礎デー

タを示したものである。

造 l) 韓国についてはTranVan Tho, "Foreign 

Capital and Technology…•••”を参照。

（注2) 詳しくはトラソ・ヴァン・トウ「北東・東

南アジア工国の外資・技術溶入政策」を参照。

（注3) 末激昭 Iクイ」（アジア経済研究所瞑『究

展途上口の繍絣廂業』 1980年）を参照。

（注4) 点討国についてはTranVan Tho, "Foreign 

Capital an<l Technology……”を参照。

V 日本からタイヘの技術移転

—まとめと評価ー一

タイの合繊在累の発展過程において l1本企業が

大きな位悦を占めてきた。日系企業か九也私的役割

を演していたたけでなく，現在もこの産業の発展

を方向づけ得るほど重要な地位を占めている。日

本からの技術移転について本論文の分析からどの

ような結果が得られたか，それらをどう解釈・評

価すかけよいか3 以下，この点を述べて本稿を結

ぶこどにしよう Q

第 lに，生産技術と管理技術が現地に円滑に移

転されに，， このことはさまざまな事実で庚づけr)

れる。まず，日本人スタッフが着実に減少してき

た。これは，現地政府の政策にもよるが，減少速

クイの産業発展と日本からの技術移転

度を別とすればH本企業としても目指してきたこ

とであろう。なぜならばH本人スタッフを駐在さ

せることは現地人登用と比べてコストが格段と高

くなるからである。 筆者の現地調査の時点 (1987

年7月）にその差は課長クラスにおいて 5倍以上

であった（注 l)。次に，現地人を使用するために，彼

らに必要な技術・ノウハウをつけねばならない。

この技術・ノウハウの移転方法として OJTのほ

か，タイ人中間管理職を [1本に定期的に派消し，

日本国内の工場で研修させ，また， 日本から専門

家・技術者も現地に定期的に派遣し，セミナーや

現場での指導を行なったことがあげられる。これ

らの移転方法の結果として現地工場での日本人数

が激減しても生産話動が順調に行なわれたごと

は，生産技術と管理技術が現地に移転されたと結

論できるであろう（社2）。一般的には， MNCが現

地人に技術移転をしなければ，ホスト国での効率

的活動が成り立たないのであろう。

第2に現地化政策が打ち出されてきたにもか

かわらず， 日系企業において資本・経営両面の現

地化があまり進んでいない。しかし，その反面，

現地化が進んでいないために，つまり日本企業が

まだ資本と経腐を握っているために， 日本からの

継続的技術移転か行なわれている。このために H

系企業が他の企業と比べ依然として強い競争力を

維持しているのである。このことはどう評価すれ

ばよいか。現地側に資本・経営ノウハウが十分に

蓄積されていない段階に無理な現地化は産業の発

展を妨げるかもしれない。タイの場合，現地化政

策が打ち出されたか，その運用が厳格でなかった

ため，そのような間題が生じなかったといえよ

う。しかし、一方，資本・経営ともあまり現地化

されていない点についてタイでは対日批判が根強

いことも指摘しておくべきである。

9I 
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要するに， 生産・資理技術（工場レベルの技術移

転）において日本企業から現地への移転過程は円

滑に行なわれた。ごのような技術の移転が比較的

に容易であるし，その円滑な移転は現地での効率

的な生産の前提でもある。他方，経営ノウハウの

移転，経営権の委譲は韓国と違ってタイではまだ

十分には行なわれていない。 このため， 韓国の

合絨産業から日本企業がほとんど撤退したが，

タイの場合，日系企業の存在が依然として大き

い（注3)。

同じ合織産業に同じ日本企業からの直接投資を

導入したにもかかわらず，タイと韓国がこのよう

な違った経験を示したのはなぜか。この違いは，韓

国とタイの発展段陪の相違（したがって経営資源の

蓄積状況の相違），経済発展速度の相違（したがって

経営資源の蓄積速度の相違）などに起因するが，現地

側の追い上げ（キャソチ・アップ）努力のあり方にも

大いに閃連しているかもしれない。韓lllの場合，

現地経筐者，技術者，管理者が合弁設セ当切から

外国企業に対する旺盛なキャッチ・アップ精神を

持っていたし，絶えず技術・経営／ウハウの吸収

能力を高めてきたからである。ただし，タイの経

営衰源の蓄積状況および速度，キャッチ・アップ

努力のあり方などについて筆者は本格的に検i寸し

ていない。この点はこれからの課題として浅され

ている。

最後：こ，経営ノウハウが現地に円滑に移転され

なかったもう 1つの理由は，日本企業の行動や経

営方式にも求められる。すなわち， 日本企業では

典型的なケースとして経営者になる人は， 1五Jじ会

社でさtざまな経験を積み重ねて段階的に界進し

てきた者である。日本では大学を卒業して会社に

入ってがら経営者になるには30年以上かかるので

ある。このような日本的経営方式を現地に適用す

92 

れば経営ノウハウの移転が遅れることは避けられ

ない。この点を改善する方法としては l]系企業が

社内昇進・社内経営者養成だけでなく，もう少し

労働市場を活用することがあげられる。ただ，こ

の場合，労働市場では経営資質・能力のある人材

が十分供給されることが前提とされるのである。

このことは，またタイ経済全体の経営臼源の蓄積

状況とその速度にかかわるものである。

（注1) TPLが操業を開始した頃 (1970年代の初

め），派遣された日本人は役員・従業員総数に対する

割合では 5店であったが，人件役総額の半分も占めた。

ちなみに，日本人技術者の給料は現地人技術者の約11

倍であった。日本シオス協会「淀外投資ケース・スク

デイーータイ・テトロン Co.Ltd.---」1972年3月

（末公千I」参照）。

（注2) 直接投資を通じて技術移転が実際に行なわ

れたかどうかについての客観的指標は何かに関する研

究は，筆者が知る限り，まだないようである。本稿は，

ある前提の下でMNC本国からの派逍スクッフが着実

に減少することを技術移転の数塁的指標として使用し

ている。 その前提とは2つある。 すなわち， 研修・

0JT t［どの移転方法が実際に行なわれたこと， 現地

人が外国人を大幅に代替しても当該工場・会社が順調

に活動し続けることである。

（注3) 韓国についてはTranVan Tho, "Foreign 

Capital and Technology.. …•”を参照。

(Tran Van Tho:桜芙林大学助教授）

［付記］本論文の第 1次原稿に対して『アジア経

済』誌のレフェリーから逸切かつ厳しいコメントをい

ただいた。これに伴う修正・加筆で論文の内容がかな

り改善できたと思う。記して感謝したい。なお，本稿

ばアジア諸国の合繊産業の発展と日本からの直接投

資・技術移転を研究する一環としてまとめたものであ

る（タイのほか，韓国，台湾とインドネシアのケース

を取り上げた）。 この研究が可能になったのは財団法

人トヨタ財団の助成のおかげであり，また，研究の実

施過程において関口末夫（成瞑大学），山i'符逸平（一橋

大学）両教授からいろいろ示唆をいただいた。あわせ

て感謝の意を表したい。
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